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Ⅰ．緒言

　近年、うつ病に代表される「気分障害」と診断される
労働者は増加傾向にあり、自殺者も年間３万人を超える
状況が続いている。精神障害による労働災害認定の件数
も近年増加傾向にある。2006年の「自殺対策基本法」の
制定や「労働安全衛生法」の改正等、安全配慮義務の一
環として労働者のメンタルヘルスおよび過重労働対策が
明記されるようになった。つまり、労働者が気分障害を
はじめとする精神障害に罹患した場合、事業主の責任が
問われる可能性があり、職場におけるメンタルヘルス対
策は近年注目されている。
　平成19年労働者健康状況調査では、約半数の女性が「職
場の人間関係」にストレスを感じている一方、男性では
30.4%に留まる等、ストレス要因は性別によって異なる
特徴を持つことがわかる。また、同調査において神経
症の有訴率は29歳以下の女性労働者で最も高く11.1%で
あった。男性労働者全体の1.4%、女性労働者全体の2.7%
と比較しても、若年女性にメンタルヘルス不調者が多く、
年齢や性別の特性を反映させた対策が必要である。
　現在、過重労働や交替勤務等の職場のストレス要因の
コントロールや上司等によるサポートの必要性について
は多くの検討がなされているものの、個人の内的要因や
仕事以外の外的要因を反映されたメンタルヘルス対策が
十分なされているとは言い難い。20歳～ 30歳代の女性

は結婚や出産などを経験することが多く、働き方が変化
しやすい年代とも考えられる。
　本研究では、平成16年国民生活基礎調査の匿名データ
を用いて、20歳～ 39歳までの働く女性の悩みやストレ
スについて検討を行った。それにより、過重労働や交替
勤務等の職場でのストレス要因以外にどのような因子が
若年の女性労働者の悩みやストレスに強く影響している
か明らかにすることを研究目的とする。

Ⅱ．研究方法

１．調査対象
　本研究では、統計法第36条に基づき、厚生労働省から
提供を受けた平成16年国民生活基礎調査の匿名データを
用いた。仕事を有する20歳～ 39歳の女性で、かつ入院
中および入所中の者を除く7577名を研究対象とした。ま
た、同調査における「所得を伴う仕事の有無」の質問に

「仕事あり」と回答した者を労働者として定義した。
２．各属性とストレス有訴率との関連
　本研究では「悩み・ストレス」の有無を従属変数と
し、各独立変数との関連についてχ2　検定を用いて検討
を行った。なお、各独立変数の具体的な内容を以下に示
す。

１）基本属性
①年齢階級
　本研究では年齢階級を「20 ～ 24歳」、「25 ～ 29歳」、

「30 ～ 34歳」、「35 ～ 39歳」の４つのカテゴリーを設定

－研究報告－

20歳代および30歳代女性労働者の悩みやストレスに関連する要因の検討

濱西　誠司

抄　録
　近年、職域におけるメンタルヘルス不調者の増加が社会的な問題となっている。しかし、年齢や性別の特
徴を考慮した対策はほとんどとられていない。そこでメンタルヘルス不調の有症率の高い若年女性労働者を
対象に悩みやストレスに関連する要因を明らかにすることを本研究の目的とした。平成16年国民生活基礎調
査の匿名データから抽出した20歳～ 39歳の女性労働者7577名を対象とした。「悩み、ストレス」の有無と各
項目間で比較した後、ロジスティック重回帰分析を行った。その結果、「配偶者」「世帯構造」「体がだるい」

「眠れない」「いらいらしやすい」「頭痛」「めまい」の７項目が「悩み、ストレス」の有無による比較におい
て統計学的に有意であった。特に「いらいらしやすい」はオッズ比12.1（95%信頼区間�6.14−23.80）と最も強
い関連が認められた。20歳代および30歳代の女性労働者では、家庭での役割やイライラ等の自覚症状に目を
向けたメンタルヘルス対策が必要である可能性が示唆された。

キーワード：女性　メンタルヘルス　ストレス

�
Seiji�Hamanishi
関西福祉大学　看護学部



32 ヒューマンケア研究学会誌　第４巻２号　2013

した。
　②配偶者の有無
　�　配偶者の有無については「未婚」「既婚」「離別・死

別」の３つのカテゴリーを設定した。
　③世帯構造
　�　世帯構造については「単独世帯」「夫婦のみ」「夫婦

と未婚の子」「ひとり親と未婚の子」「三世代の世帯」「そ
の他の世帯」の５つのカテゴリーを設定した。

　④働き方
　�　働き方については「主に仕事をしている」「主に家

事で仕事をしている」「その他」の３つのカテゴリー
を設定した。

２）雇用関連属性
　①雇用形態
　�　雇用形態については「正規雇用」とパートや契約職

員、派遣社員等を含む「その他の雇用形態」の２つの
カテゴリーを設定した。

　②職業分類
　�　職業分類は「専門的技術的職業」「管理的職業」「事

務」「販売」「サービス職業」「保安職業」「農林漁業」「運
輸通信」「生産行程・労務作業」「分類不能」の11カテ
ゴリーを設定した。

　③企業規模
　�　企業規模は「１−４」「５−29」「30−99」「100−299」「300

−499」「500−999」「1000−4999」「5000以上」「官公庁」
の９つのカテゴリーを設定した。

３）自覚症状
　「体がだるい」「眠れない」「いらいらしやすい」「頭痛」

「めまい」の５項目に関しては、症状の有無で２つのカ
テゴリーを設定した。
３．ロジスティック重回帰分析
　「悩み・ストレス」の有無に強く影響している因子を
評価するために「悩み・ストレス」の有無を従属変数、
単変量の解析において有意に関連が認められた変数を独
立変数としてロジスティック重回帰分析を行った。なお、
分析にあたっては単変量解析の結果を参考に、以下のよ
うに変数を設定した。年齢は「20歳代」＝０、「30歳代」
＝１の２つの変数を設定し、配偶者は「未婚」＝０、「既
婚者および離別・死別」＝１の２つの変数を設定した。
世帯構造は「その他の世帯」＝０、「単独世帯」＝１と
設定した。働き方は「仕事が主である」＝０、「仕事以
外（家事等）が主である」＝１の２つの変数を設定し、
雇用形態は「正規雇用」＝０、「その他の雇用」＝１の
２つの変数を用いた。「体がだるい」「眠れない」「いら

いらしやすい」「頭痛」「めまい」の５つの自覚症状につ
いては、それぞれ「症状なし」＝０、「症状あり」＝１
の２つの変数を用いた。
　なお、ロジスティック重回帰分析におけるモデルの構
築には変数増加法を用い、変数採用の基準には尤度比統
計量を用いた。また、各独立変数間に高い相関関係が認
められないことを確認した上で解析を行った。モデルの
適合性の評価にはモデルχ2　検定を用い、予測モデルの
正確性についてはHosmer-Lemeshowの検定および判別
的中率を用いて評価した。オッズ比は１より大きくなる
と「悩み・ストレス」を有するリスクが高くなるよう設
定し、その95%信頼区間に１を含まない場合に統計学的
に有意とみなした。
４．統計解析
　本研究における全ての統計解析にはSPSS14.0J� for�
Windowsを使用し、各統計量における有意水準は５%未
満とした。なお、平成16年国民生活基礎調査の匿名デー
タを利用して得られた結果については、匿名データを基
に研究者が独自に作成加工した統計等であり、厚生労働
省が作成・公表している結果とは異なる。
５．倫理的配慮
　平成16年国民生活基礎調査の匿名データは厚生労働省
の承認を得た上で分析用に匿名化・コード化された資料
の提供を受けた。匿名データの利用については統計法第
36条の規定に基づき匿名データの利用に係る誓約書を交
わした。データの管理には予め申請した鍵付きのキャビ
ネットで保管し、申請済みのコンピュータでのみデータ
を取り扱うことで個人情報の保護に努めた。

Ⅲ．研究結果

１．基本特性とストレス有訴率の関係
　「年齢階級」「配偶者の有無」「世帯構造」の３項目と
ストレス有訴率との単変量解析（χ2　検定）の結果を表
１に示す。「年齢」に関する検討では「悩み、ストレス」
を有する者は、35−39歳で61.2%（1182名/1931名）と最
も高く、年齢が高くなるほど、ストレス有訴率が高くな
る傾向にあった。また、「配偶者の有無」に関する検討
では「悩み、ストレス」を有する者は、「未婚」55.0%

（2236名/4069名）、「既婚」60.9%（1833名/3009名）、「離別、
死別」66.7%（282名/423名）と、「未婚」と比較し「既婚」、

「離別、死別」でストレス有訴率が高いことがわかった。
また、「世帯構造」では「単独世帯」65.0%（554名/706名）
が家族と同居している世帯と比較し、ストレス有訴率が
高かった。「働き方」に関する検討では、「悩み、ストレス」
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を有する者は「主に仕事をしている」で56.8%（3324名
/5849名）、「主に家事をしている」で62.7%（921名/1470
名）、「その他」で60.5%（156名/258名）と「主に仕事を

している」よりも「主に家事をしている」でストレス有
訴率が高かった。

表１．基本属性とストレス有訴率との関連

悩み・ストレスあり 悩み・ストレスなし P�value
N ％ N ％

年齢 20−24 　892 54.4% 　749 45.6% ＜0.001
25−29 1152 57.2% 　865 42.9%
30−34 1175 59.1% 　813 40.9%
35−39 1182 61.2% 　749 38.8%

配偶者 既婚 1833 60.9% 1176 39.1% ＜0.001
未婚 2236 55.0% 1833 45.0%

離別・死別 　282 66.7% 　141 33.3%
世帯構造 単独世帯 　463 65.6% 　243 34.4% ＜0.001

夫婦のみ 　391 59.2% 　269 40.8%
夫婦と未婚の子 2111 56.6% 1621 43.4%

ひとり親と未婚の子 　388 61.9% 　239 38.1%
三世代の世帯 　775 55.8% 　615 44.2%
その他の世帯 　273 59.1% 　189 40.9%

働き方 主に仕事をしている 3324 58.8% 2525 43.2% ＜0.001
主に家事をしている 　921 62.7% 　549 37.3%

その他 　156 60.5% 　102 39.5%
（χ２�検定）N=7577�

　表２．雇用関連属性とストレス有訴率との関連

悩み・ストレスあり 悩み・ストレスなし P�value
N ％ N ％

雇用形態 正規雇用 2123 56.9% 1610 43.1% 0.002
その他の雇用形態 1633 60.6% 1062 39.4%

職業分類 専門的技術的職業 972 59.9% 650 40.1% 0.359
管理的職業 43 57.3% 32 42.7%

事務 1254 58.5% 889 41.5%
販売 549 59.8% 369 40.2%

サービス職業 638 59.0% 443 41.0%
保安職業 12 42.9% 16 57.1%
農林漁業 37 53.6% 32 46.4%
運輸通信 32 53.3% 28 46.7%

生産行程/労務作業 352 57.1% 265 42.9%
分類不能 81 51.6% 76 48.4%

企業規模 １−４ 191 59.7% 129 40.3% 0.811
５−29 921 60.4% 604 39.6%
30−99 716 59.3% 492 40.7%

100−299 536 57.1% 402 42.9%
300−499 219 62.4% 132 37.6%
500−999 188 59.1% 130 40.9%

1000−4999 254 58.4% 181 41.6%
5000以上 155 58.1% 112 41.9%
官公庁 232 60.4% 152 39.6%

（χ２�検定） N=6428�
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２．雇用関連属性とストレス有訴率の関係
　「雇用形態」「職業分類」「企業規模」の３項目とスト
レス有訴率との２変量解析（χ2　検定）の結果を表２に
示す。「雇用形態」では、「正規雇用」のストレス有訴者
56.9%（1610名/3733名）と比較し、「その他の雇用形態」
の60.6%（1633名/2695名）は有意にストレス有訴率が高
かった。しかし、「職業分類」はP＝0.359、「企業規模」
はP＝0.811と、雇用関連属性に関してはいずれもストレ
ス有訴率と有意な関連は認められなかった。
３．自覚症状とストレス有訴率の関係
　自覚症状の有無とストレス有訴率との単変量解析（χ2　

検定）の結果を表３に示す。「体がだるい」と回答した
92.5%（509名/550名）、「眠れない」と回答した94.4%（136
名/144名）、「いらいらしやすい」と回答した96.9%（374
名/386名）、「頭痛がある」と回答した87.2%（476名/546
名）、「めまいがする」と回答した89.1%（180名/202名）
がそれぞれ「悩み、ストレス」を有し、各自覚症状の有
無はストレス有訴率と有意な関連が認められた。
４．ロジスティック重回帰分析
　「悩み・ストレス」の有無と年齢、世帯構造、配偶者、
働き方、雇用形態および自覚症状の各項目においてロジ
スティック重回帰分析を行った結果を表４に示す。自覚

表３．自覚症状とストレス有訴率との関連

悩み・ストレスあり 悩み・ストレスなし P�value
N ％ N ％

体がだるい あり 　509 92.5% 　41 　7.5% ＜0.001
なし 3822 55.5% 3066 44.5%

眠れない あり 　136 94.4% 　　8 　5.6% ＜0.001
なし 4195 57.5% 3099 42.5%

いらいらしやすい あり 　374 96.9% 　12 　3.1% ＜0.001
なし 3957 43.9% 3095 43.9%

頭痛 あり 　476 87.2% 　70 12.8% ＜0.001
なし 3855 44.1% 3037 44.1%

めまい あり 　180 89.1% 　22 10.9% ＜0.001
なし 4151 57.4% 3085 42.6%

（χ２�検定） N=7438�

表４．「悩み・ストレス」の有無と各変数とのロジスティック重回帰分析

オッズ比 95%�信頼区間� P�value
配偶者 未婚

既婚者および離別・死別 1.44 1.29−1.61 ＜0.001
世帯構造 その他の世帯

単独世帯 1.61 1.34−1.94 ＜0.001
体がだるい なし

あり 5.46 3.72−8.01 ＜0.001
眠れない なし

あり 3.12 1.31−7.47 0.01
いらいらしやすい なし

あり 12.1 6.14−23.80 ＜0.001
頭痛 なし

あり 2.7 �2.00−3.64 ＜0.001
めまい なし

あり 1.8 �1.03−3.16 0.039
年齢 20歳代

30歳代 n.s.
働き方 仕事が主である

仕事以外（家事等）が主である n.s.
雇用形態 正規雇用

その他の雇用形態 n.s.
モデルχ2�検定P<0.001 Hosmer-Lemeshow�Test�P=0.51 　　判別的中率　60.0％ 　N=6438�
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症状の全ての変数は「悩み・ストレス」の有無と有意に
関連が認められた。自覚症状のオッズ比は他の変数と比
べ高い傾向にあり、特に「いらいらしやすい」はオッズ
比12.1と最も高かった。また、「配偶者」ではオッズ比1.44、

「世帯構造」ではオッズ比1.61と「悩み・ストレス」の
有無と有意な関連が認められた。しかし、「年齢」「働き
方」「雇用形態」の３つの変数は「悩み・ストレス」の
有無と有意な関連が認められなかった。

Ⅳ．考察

　NIOSH（米国立労働安全衛生研究所）の職業性スト
レスモデルでは抑うつや身体症状、欠勤等の急性ストレ
ス反応を起こす要因として職場でのストレス要因以外に
個人要因、仕事以外の要因、上司や家族等の緩衝要因が
関連しているとされている。本研究では、20 ～ 30歳代
の女性労働者の「悩み・ストレス」にどのような要因が
強く関連しているか明らかにする目的で検討を行った。
１．基本特性とストレス有訴率の関係
　20 ～ 30歳代において、女性労働者のストレス有訴率
は年齢階級とともに高くなる傾向にあった。20 ～ 30歳
代は職場での責任や役割の変化とともに結婚、出産、育
児等家庭での役割も変化しやすい年代と考えられる。「主
に仕事をしている」よりも、「主に家事をしている」方
が高いストレス有訴率を示していることからも、家庭で
の役割負担がメンタルヘルスに影響している可能性があ
る。また「未婚者」と比較し、「既婚者」で高いストレ
ス有訴率を示していることも家庭での役割の変化を反映
している可能性がある。梅沢１）らの調査でも家事負担
が女性労働者のストレスに関連するとの報告がなされて
おり、女性労働者の職業性ストレスの評価に家庭での役
割負担を反映させることを検討していく必要性がある。
また、男性の家事・育児参加も女性労働者のストレス軽
減に作用すると言われている２）。このため家事負担の大
きさとともに、緩衝要因として夫の家事や育児の協力が
どの程度得られるかもメンタルヘルスの評価に入れるこ
との妥当性を検討していく必要がある。Takeuchi ３）ら
によれば、家族関係がはたらく女性の心身の健康と関連
がみられるという報告もあり、職場でのメンタルヘルス
を考える上で、仕事以外のストレス評価も必要であると
考えられる。また、本研究では単独世帯でのストレス有
訴率が家族と同居しているよりも高くなっている。確か
に結婚や出産により家庭での役割は大きくなることが考
えられるが、本調査には未婚の労働者も多く含まれる。
家族と同居している未婚者の場合は、家族から家事や生

活費等のサポートを受けている可能性もあり、単身世帯
よりも、家庭での役割負担が軽減されている可能性があ
る。
２．雇用関連特性とストレス有訴率の関係
　正規の職員と比較し、パート、派遣社員、契約社員な
どの非正規の職員で、ストレス有訴率は有意に高い傾向
にあった。正規職員よりも雇用契約自体が安定しないこ
とから将来の不安を感じやすいことが推察できる。また
正規の職員より非正規職員の収入は低い傾向にあり、収
入が安定しないことも要因である可能性がある。水野
ら４）は非正規職員のストレスが高い要因を業務上の裁
量権の低さと上司・同僚のサポートが少ないためと指摘
している。また、豊川ら５）は、男性と比較し女性労働
者の主観的健康感に上司・同僚のサポートが影響すると
報告しており、非正規の職員でストレス有訴率が高いこ
とに上司・同僚のサポートが関連している可能性もある。
雇用関連特性として、企業規模および職種とストレス有
訴率との関連を検討したが、いずれも有意な関連は認め
られなかった。正規労働者に比べ、臨時労働者/契約労
働者の心的ストレスが高く、企業規模および職種と心的
ストレスの間に関連が認められないというInoueら６）の
報告と本研究の結果と一致する。しかし、女性労働者の
心的ストレスに職業階級や職業分類が関連しているとい
う報告もある７）８）９）。また、ロジスティック重回帰分
析の結果、「雇用形態」も「悩み・ストレス」の有無と
の間に有意な関連は認められなかった。女性労働者では、
夫や親など家計を主に支える者が別にいることも考えら
れる。そのため正規雇用や企業規模といった安定した雇
用条件を必ずしも求めていない可能性もあり、「悩み・
ストレス」と強い関連を示さなかったとも考えられる。
３．自覚症状とストレス有訴率の関係
　図１は20 ～ 39歳の女性労働者全体の自覚症状有訴率
を示す。この年代の女性労働者は頭痛や倦怠感の愁訴が
多いことがわかる。図２は同じように自覚症状の有訴率
を示しているが、いずれも「悩み・ストレス」の有無と
関連があることがわかる。特にロジスティック重回帰分
析の結果ではイライラとストレス有訴率の関連が強いこ
とが示された。また、女性では月経周期に伴う内分泌系・
自律神経系の変化により身体症状や精神症状が出現する
ことがある。特に月経前は頭痛や腹痛などの身体症状と
ともにイライラや不安などの精神症状も現れやすい。月
経周期による身体症状の変化がメンタルヘルス対策の
ターゲットとしての可能性を検討するために、月経周期
による職業性ストレスと自覚症状の変化について明らか
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にする必要がある。同時に、ストレス有訴率と自覚症状
について、他の年代や男性労働者と比較することで、若
年女性に特徴的な症状について検討を行う必要性がある
と考える。
　なお、本研究は単年度データを用いた横断的研究であ
り、データの偏りがある可能性があるともに若年女性の
ストレスに対する因果関係を明らかにできるものではな
い。今後、本研究で得られた知見を基に若年女性に焦点
を当てた有効なメンタルヘルス対策に関して介入研究等
を行っていく必要がある。

Ⅴ．結論

　日本における20歳代および30歳代女性の「悩み・スト
レス」の有無は、「いらいらしやすい」をはじめとする
自覚症状の有無と強い関連が認められた。また、未婚者
よりも既婚者および離別・死別を経験している者でスト
レス有訴率は高く、家族と同居している世帯より、単独
世帯でストレス有訴率が高かった。また、ロジスティッ

ク重回帰分析の結果では有意な関連は認められなかった
ものの、単変量での解析では「年齢階級」「働き方」「雇
用形態」も「悩み・ストレス」の有無と関連を認めた。
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図１．「悩み・ストレス」を有する者の自覚症状有訴率
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図２．「悩み・ストレス」の有無による自覚症状有訴率の比率
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